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研究成果の概要（和文）：歯列交換期の咀嚼能力を明らかにすることを目的として，歯列交換期を経験する小学
4年生から6年生の児童229名（男児117名、女児112名、平均年齢11.2±0.9歳）を対象に，横断研究を行った．そ
の結果，歯列交換期における咀嚼能力は、咬断能力が一時的な低下を認めたのに対し、混合能力は歯齢間差がな
く、異なる特徴を示した。また、咀嚼能力に関連する因子の解析では、咬断能力は咀嚼時間ならびに最大咬合力
と関連し、混合能力は咀嚼時間および肥満傾向と関連することが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the masticatory ability during the 
mixed dentition period. For this purpose, a cross-sectional study was conducted on 229 elementary 
school children (117 boys and 112 girls, average age 11.2±0.9 years old) from the 4th to 6th grades
 who are undergoing the mixed dentition period. As a result, the masticatory ability during mixed 
dentition period showed a temporary decrease in the shearing ability, while the mixing ability did 
not differ between tooth ages, showing different characteristics. Analysis of factors related to 
masticatory ability suggested that shearing ability was associated with masticatory time and maximum
 bite force, and mixing ability was associated with masticatory time and obesity tendency.

研究分野：補綴系歯学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
咀嚼能力に影響する因子として、咬断能力において、咬合力が強く、咀嚼時間が長く、年齢が高い場合、有意に
上昇する傾向を示したことから、学童期の小児は、歯列交換に伴う一時的な咀嚼能力の低下を、咀嚼時間が長く
なるような食事を実施することで補える可能性が推察された。また、混合能力において、ローレル指数が有意な
説明変数として選ばれた。このことから、成人期では咀嚼能力と体格との関連性が数多く報告されており、学童
期においても体重の増加に繋がる要因を改善し、個人の咀嚼機能に合わせた食生活を行うことが必要であること
が示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 高齢者で咀嚼能力が低下した場合，咀嚼できる食品が減少するとともに，食品の選択や栄養バ
ランスに変化が生じ，その結果全身的な身体機能の低下とフレイルが進行することが知られて
いる．一方で，小児おいては，咀嚼機能の発達期（授乳・離乳期〜幼児学童期）に訓練不足や習
得不足により咀嚼能力の発達不全をきたすと，維持期（青年・成人期）において咀嚼能力が低い
レベルとなり，障害や病気，減退期（高齢期）における歯の喪失などによってさらに食機能が著
しく低下するリスクを増加させることになる．したがって，高齢者の咀嚼能力を維持するために
は，まず小児期の咀嚼機能の発達を促し，咀嚼能力の未発達な若年層を減らすことが重要と考え
られる． 
学童期とは，6歳から 12歳の 6年間を指し，栄養摂取面のみならず心身を健康に育むため
の，日々の食生活において，よく噛んでゆっくり食べると行った食行動の定着と，規則正しい
時間に栄養バランスがとれた食事を摂取する食習慣定着への取り組みが重要である．小学 4-6
年生に該当する混合歯列期は，乳歯と永久歯との交換が生じるため，咀嚼能力が一時的に低下
する場合があり[1, 2] ，この咀嚼能力低下によって，噛み応えのある食品の摂取が不十分とな
るという報告がある[3, 4]．学童期は，摂食嚥下機能を獲得・発展させるために重要であり，噛
み応えのある食品を摂取することで咀嚼能力向上が期待できることからも，歯列交換期に児童
毎の口腔機能を把握し，適切な成長・学習過程を経るために食事指導や歯科治療提供が有用だ
と考えられる． 
口腔機能の評価方法として，咀嚼能力評価が知られている．咀嚼能力評価には，ピーナッツな
どを用いた篩分法，パラフィンワックス，チューインガム，グミゼリーを用いた評価方法がある．
なかでもチューインガム・グミゼリーを用いた方法では，視覚的に判断するスコア法があり，計
測から評価までが短時間で判定が容易であり，特別な器具を必要としないため時間場所を選ば
す実施可能という利点がある．我が国で学童期に実施が義務付けられている歯科検診に咀嚼能
力評価は含まれているが，問診や視診，触診が中心で，その機能を客観的かつ定量的に評価する
ことはほとんどない．また，歯の交換に伴う咀嚼能力の低下がどの程度生じるのかについては，
歯列交換期児童を対象とした咀嚼能力の大規模調査によるデータ収集が有効だと思われるが，
これまで報告がなく基準値が未だ明らかではないため，介入指導の必要性やその内容を決定す
る根拠がないのが現状である． 
 咀嚼能力評価は，試験食品毎に特徴が異なり，グミは Shearing abilityを，ガムはMixing ability
を特に強く反映していると報告されており，特徴が異なるこの両者の方法で評価する事で，より
詳細に咀嚼能力を検討する事が期待できる．また咀嚼能力は，対象者のう蝕未処置歯数や，咬合
力，舌圧と関連があることが知られているが，その他にも性別，個人の体格や身体機能および口
腔機能（歯列，頬や口唇の力，顎関節の可動性）に影響されるとの報告もある．学童期はこうい
った口腔機能の発達時期ではあるが，学童期の咀嚼能力と口腔機能との関連性を検討した報告
は僅かであり，十分なエビデンスが得られてはない．また，咀嚼能力の大規模調査は成人から高
齢者を対象にしたものがほとんどであり，学童期の咀嚼機能を評価した報告は少ない．我々は，
2015年より兵庫県の一小学校の 4 年生から 6年生を対象に咀嚼能力および身体能力を測定し，
その関連性について検討する研究に協力しており，各学年の学童に対する横断的解析において，
側方歯群交換期における咀嚼能力の低下することが示唆してきた． 
 
２．研究の目的 
本研究は，歯列交換期を経験する小学 4-6年生の児童を対象に，歯列交換期の咀嚼能力を明ら
かにすることを目的として，横断研究を行った．さらに，口腔機能評価と身体機能評価を行い，
咀嚼能力と口腔・身体機能との関連性について検討を行い，学童期の咀嚼機能に影響を与える因
子の検索を行った． 

 
３．研究の方法 
本研究は新潟大学倫理委員会の承認を受け（倫理委員会番号 2018-0034）実施された．調査前
に，対象者およびその保護者には，研究内容についての説明を書面ならびに口頭で通知し，実施
施設内掲示物により研究に関する情報を公開（オプトアウト）し，研究が実施されることについ
て，研究対象者ならびにその保護者が研究参加を拒否できる機会を保障した． 
(1) 対象者および調査方法 
対象は，2019年 11月兵庫県の某小学校において学校歯科検診を受けた 4～6年生 250名のう
ち，本研究の参加に同意が得られた児童 229名（8-12歳:min-max）とした． 
調査対象者の包含基準は，小学校の 4-6年生であり，本研究の主旨を説明し，参加の同意を得
たものとした． 
除外基準は，検査当日の欠席者，身体障害を有する者，歯牙疼痛など口腔内の問題により咀嚼
能力評価が実施できない者，歯髄に達する大きなう蝕を有すもの，矯正治療中の者，重度な顎関
節症患者，ゼラチンアレルギーを有する者，調査参加に承認が得られなかった者とした． 

 



(2) 口腔機能の調査 
口腔内診査は，歯科医師が担当した．5名の歯科医師が，健診前に 1時間打ち合わせることで，
検査の validationを行った．歯科検診は，検診専用のヘッドレスト照明の下，デンタルミラーを
用いて行い，術者座位，児童立位の状態で診査を行った． 

Hellmanの歯齢（ⅢA，ⅢB,ⅢC，ⅣA）（以下 DA）[5]，歯数（乳歯，永久歯の歯数）を評価し，
萌出途中歯は，咬合に関わらないという理由より歯数に含めなかった．咬合状態は，わが国にお
ける学校歯科健診マニュアル（日本学校歯科医会）[6]に基づき判断した． 
口腔機能の評価は，咀嚼能力および咬合接触検査を行った． 
咀嚼能力は，咬断能力を反映するグミゼリーを用いた咀嚼能率スコア法でMasticatory function(以
下MF) [7]を，混和能力を反映しやすい色変わりガムの色彩色差計を用いた方法によってChewing 
function(以下 CF)[8]をそれぞれ評価した． 
グミゼリーを用いた咀嚼能力の評価(Masticatory performance，以下MP)は，検査用グミゼリー
を用いた．験者は対象者に対して，普段通り自由に 30回咀嚼するように伝えた．対象者は自ら
検査用グミゼリーを口に含み，グミゼリーを 30回自由咀嚼した後，グミゼリーの咬断片をガー
ゼに吐出し，その咬断片の粉砕状況を 10段階（スコア 0～9）に分類したスコア表と照合し，MF
を評価した．また，30 回咀嚼に要した時間を記録し，咀嚼の 1 サイクルあたりにかかった時間
(以下，Cycle-time)を評価した． 
色変わりガムを用いた咀嚼能力の評価(Mixing performance，以下 MP) は，色変わりガム 1 枚
の 2/3 量を用いた．対象者は 60 回自由咀嚼を行い，咀嚼後吐出した．吐出したガムは，スライ
ドガラスで厚さおよそ 1.5mmに圧延し，色彩色差計（サトテック ポータブル色差計 TES-135A 
プラス）を用いて，中心から前後左右に 3㎜地点の計 5点を計測し，色彩を評価した．ガムの測
色には CIE L*，a，*b*表色系を用いた．被験者における咀嚼前のガムと咀嚼後のガムが呈する
色のそれぞれの L*，a*，b*の値を求め，さらに咀嚼前後の色変わり変化量である色差 ΔEを，計
算式を用いて算出した．咀嚼後の L*，a*，b*をそれぞれ Lｘ，aｘ，bｘとし，コントロールの平
均値を L0，a0，b0として，以下の計算式を用いた． 
 
△E＝｛（Lx－L0）2+（ax-a0）2+(bx-b0)2｝1/2  
 
コントロール値（非咀嚼時のガム）の測定は，調査実施の直前に行い，色変わりガムの視覚的
な赤色の変化と a*値の変化が一致することを確認した． 
さらに，Dental Prescale, a pressure-sensitive film,および Occlusal force measurement system を用い
て，咬合力と咬合接触面積を評価した[9]． 

対象者は，測定前にフィルムの挿入位置が一定になるように，対象者が口角を小指で引っ張る
ことを指導し咬頭嵌合位で 2 ～ 3 回噛む練習を行った．測定時は，椅子に深く腰掛けさせ，フ
ランクフルト平面が床面と平行になり，咬合状態が可及的に一定になるようにした．測定中は，
上下歯の接触時に滑走や歯ぎしりを行わないように注意して，5秒間咬みしめた時の咬合状態を
記録した． 

 
(3) 身体機能の評価 
身長，体重，握力と最大歩行速度を計測した． 
握力は，被験者に腕を体に押し付けずに，腕を体と平行にしてダイナモメーターを手に持って
立ってもらい測定した．左右交互に 2回ずつ計 4回計測し，最高値をデータとして採用した（握
力単位：kg）[10]． 
最大歩行速度は，室内を歩行し，計測する 5ｍと前後 2ｍを含めた 9メートルを歩行して実施
した[11]．被験者には最大努力下での歩行を促し，足が計測開始線を踏むか，越えた時から計測
終了線を越えるまでの時間を計測した． 
肥満度の基準となるローレル指数[12]を以下の式を用いて算出した． 
 
ローレル の計算式 ローレル指数＝体重(kg) ÷ 身長(m)3 × 10. 

 
(4) 分析方法 
データは正規性および等分散性を確認し，咀嚼能力は MP/SP のいずれも非正規分布であった
ため，ノンパラメトリック法を選択した． 
性差の検討には χ2検定またはマンホイットニーU検定を，MP/SPと各評価項目との関連性に
ついては，Spearman's rank correlation coefficient を用いて検討した．MP/SP の歯齢間の比較は
Kruskal-Wallis testを用い，歯齢間に有意差を認めた場合は多重比較(マンホイットニーU検定，P
値をボンフェローニ法で調整)を用いて検討を行った． 
咀嚼能力に影響を与える因子を明らかにするために，MP/SP それぞれを従属変数に設定した
一般化線形モデルを用いて検討を行った．独立変数には主効果または共変量として，上述のスピ
アマン相関係数または Kruskal-Wallis test が P<0.05 だった変数を投入し，交互作用項に年齢×歯
齢，歯数×歯齢，歯数×年齢を投入し，年齢および性別を調整変数として投入した． 
有意水準はすべて 5%に設定し，統計処理は，SPSS for windows ver.26(IBM SPSS Inc)を用いた． 
 



４．研究の結果 
対象者の概要を Table.１に示す． 
検査当日の欠席者（6 名），全身的な身
体障害を有する者(2名)，歯牙疼痛など口
腔内の問題や本人の拒否により咀嚼機能
検査が実施できなかった者(3名)，矯正治
療中の者(10名)を調査対象から除外し，最
終的に 229 名を対象とした．対象者の平
均年齢は 11.2±0.9歳(mean ± SD)で，男女
割合は，男児 51.1％ (117 名 )，女児
48.9%(112名)であった． 
 Dental age は，ⅢA（第一大臼歯萌出完
了あるいは前歯萌出中または萌出完了期）
が 20名（8.7％），ⅢB（側方歯群交換期）
が 112名（48.9%），ⅢC（第二大臼歯萌出
開始期）が 84名（36.7%），ⅣA（第二大
臼歯萌出完了期）が 13名（5.7％）であり，
混合歯列期(ⅢA とⅢB)が全体の 57.6％を
占めた． 
 
口腔内診査の結果，永久歯数は女児が
男児より有意に多く（p＝0.021），乳歯は 
男児が女児より有意に多かった（p＝0.048）．咬合状態について，全対象者の平均咬合面積が 15.9
㎟であったの対し，男児/女児がそれぞれ 16.9 ㎟/14.8 ㎟であり，男子の方が女児より咬合接触面
積が有意に大きかった（p=0.028）．また咬合力も，男児が女児より有意に高値を示した(p=0.028)．
上記項目を除き，口腔内診査および口腔機能において有意な性差を認める項目はなかった． 
体格ならびに身体機能の評価では，身長・体重の平均値および中央値は，「2019年度学校保健
統計調査」（文部科学省）とほぼ同様の値を示した．最大歩行速度は，男児が女児よりも有意に
速かった（p=0.009）が，その他の項目において性差は認められなかった． 
以上の結果から，本研究においては、性差を考慮すべき項目は性別ごとの解析を行い，歯齢間
の比較および SP／MPの一般化線型モデルでは対象者全体での解析を行った． 

 
Table. 2に，SP/MPと口腔機能・身体機
能との関連性について示す．グミゼリー
による咀嚼能力の結果について，全被験
者の解析においては、SP と歯の本数
（Permanent+ Deciduous）（r=0.19）との間
に非常に弱い相関，最大咬合力（r=0.43），
咬合面積（r=0.38），咀嚼時間（r=0.30）と
の間に弱い〜中程度の相関を認めた．SP
と身長ならびに最大歩行速度との間に非
常に弱い正の相関，Laurel indexとの間に
非常に弱い負の相関が認められた． 男
女別の解析では，男児において、SP と歯
の本数（Permanent+ Deciduous）（r=0.27），
咀嚼時間（r=0.22）との間に弱い正の相関、
咬合力（r=0.49），咬合面積（r=0.50）との
間に中程度の正の相関を認めたが，体格・
身体機能との間には有意な相関が認めら
れなかった．女児では，SP と咬合力
（r=0.34）、咬合接触面積（r=0.24），咀嚼時
間（r=0.38），身長（r=0.31）、最大歩行速度
（r=0.22）との間に弱い正の相関が認めら
れた． 

 
ガムによる咀嚼能力の結果について，全被験者の解析においては、MPと最大咬合力（r=0.14）
との間には非常に弱い正の相関，咀嚼時間（r=0.30）との間には弱い正の相関，Laurel index（r=-
0.20）との間には弱い負の相関が認められた．男女別の解析では，男児のMPと咀嚼時間（r=0.22）
との間に弱い正の相関， Laurel index（r=-0.30）との間に弱い負の相関が認められた．女児では、
MPと咀嚼時間（r=0.37）との間に弱い正の相関が認められた． 
 
 
 

Table.1 対象者の概要 

Table.2 Correlation with Shearing / Mixing performance 



さらに，咀嚼能力に影響する因子を多
変量解析を用いて検討した結果を Table.3
に示す。咬合力と咬合接触面積は強い共
線性を示したため， Spearman's rank 
correlation coefficient がより小さかった咬
合面積を，一般化線型モデルの主効果ま
たは共変量から除外した．同様に，Laurel 
indexと Heightについても，強い共線性を
示したため，Spearman's rank correlation 
coefficientが小さい身長を一般化線型モデ
ルの主効果または共変量から除外した． 

SP を従属変数とした一般化線型モデル
による解析の結果，咀嚼時間，最大咬合力，
年齢と歯の本数×年齢について交互作用
項が有意な変数として選ばれた． 

MP を従属変数とした一般化線型モデ
ルによる解析の結果, 咀嚼時間およびロ
ーレル Index が有意な変数として選ばれ
た． 
 
現在、縦断調査についての解析を進め
ており、今後論文として発表する予定で
ある。 
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